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　西村氏との会談で志位氏は「Ｇｏ　Ｔｏ　事業」について、「多く
の専門家が感染拡大の契機になっていると指摘し、政府の分科
会も提言（１１日）で、『感染高止まり地域』『感染拡大継続地域』
での『一時停止』を求めている。政府の責任でただちに中止を決
断すべきだ」と提起。３５都道府県が住民に対し、他地域との往来
や不急の外出の自粛や注意を求めていることに触れ、「全国一律
の『Ｇｏ　Ｔｏ』を進めてきたのは政府であり、中止の判断を遅らせ
るのは犯罪的だと言わなければならない」と強調しました。
　西村氏は「分科会の提言を踏まえ、来週の中ごろまでの状況
を踏まえて判断する」「知事と協議を進める」と繰り返しました。
　志位氏は「来週の中ごろでは遅すぎる。それでは感染拡大の
影響が、医療体制の薄くなる年末年始に出てきて、たいへんなこ
とになりかねない」と批判。「知事任せではなく、政府の責任でた
だちに決断すべきだ。菅首相にこの提起の内容を伝え、ただちに
政府本部会議を開き、決断することを求める」と述べ、いますぐ「Ｇ
ｏ　Ｔｏ　事業」を中止するよう重ねて求めました。

共産党・志位委
員長政府に提起

市民+野党で、命とくらし守る政治に転換を！！

ＧｏＴｏ中止ただちに決断を
　日本共産党の志位和夫委員長は12月１１日、菅義偉首相に
対し、「新型コロナ『第３波』から医療・暮らし・事業を守る緊急
要請」を行いました。志位氏は会談の冒頭、政府が固執し続け
る「Ｇｏ　Ｔｏ　事業」に対し、「政府の分科会の提言などを踏ま
え、ただちに政府として中止を決断し、観光・飲食業等への直
接支援に転換すべきだ」と強く求めました。政府は西村経済再
生担当相が応対。田村智子政策委員長が同席しました。

　「Ｇｏ　Ｔｏ　事業」をめぐる菅政権の姿勢は、政府の
責任で主体的に判断しようとしない、『成り行き任せ』
『知事任せ』の姿勢で、感染拡大に対してあまりに無
責任です。いまこそ、命とくらしを守る政治の転換へ、
ご一緒に声をあげ、力をあわせましょう。

政府の分科会も提言しているのに

①医療機関への減収補填（ほて
ん）など直接支援を直ちに行う

②大規模なＰＣＲ検査のため地方負
担分を直ちに国庫から交付する

③年末に事業をつぶさないため
に、資金繰り、雇用維持、事業
継続への支援に全力をつくす

④年末年始の生活困窮への相
談・対応体制をつくる

⑤「Ｇｏ　Ｔｏ　事業」を中止し、観
光・飲食業等への直
接支援策に転換する

「新型コロナ『第３波』から医療・暮
らし・事業を守る緊急要請」の柱

全文はこちらから→
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